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証券コード　3784
平成25年６月３日

株 主 各 位
大 阪 市 北 区 堂 島 浜 二 丁 目 ２ 番 ８ 号

株 式 会 社 ヴ ィ ン ク ス
代表取締役社長執行役員 吉 田 　 實

第24回定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第24回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成25年６月20日（木曜日）
午後５時までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成25年６月21日（金曜日）午前10時
２．場 所 大阪市北区堂島浜二丁目１番25号

社団法人中央電気倶楽部　511号室
※末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。

３．目 的 事 項  
　報 告 事 項 １．第24期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

　  ２．第24期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）計
算書類報告の件

　決 議 事 項  
　第１号議案 定款一部変更の件
　第２号議案 取締役８名選任の件
　第３号議案 補欠監査役１名選任の件 
　第４号議案 退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
　第５号議案 取締役の報酬額改定の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修
正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.vinx.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）
　

事　 業　 報　 告

（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで）

　

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要の

本格化や昨年12月の政権交代による景気回復の期待感から円安・株高が進

行するなど、特に年度末にかけて景況感に改善の動きが見られました。し

かしながら、欧州債務危機や中国経済の成長鈍化などによる世界経済の減

速や国内におけるデフレの長期化などの影響から、依然として先行き不透

明な状況が続いております。

情報サービス産業、とりわけ当社の主要分野である流通・サービス業分

野におきましては、企業業績に回復基調が見られ、これを背景に顧客のＩ

Ｔ投資意欲は改善されつつありますが、完全に復調という段階には至って

おらず、引き続き低調な環境下での推移となりました。

このような環境の中、当社グループは、「特定顧客（注）化戦略」・「グ

ローバル戦略」・「商品・サービスの差別化戦略」という３つの基本戦略

に基づき、収益基盤の安定化・強化およびグローバル企業としての基礎づ

くりを継続的に推進してまいりました。

この３つの基本戦略に基づき当連結会計年度において実施した主な施策

といたしましては、次のとおりであります。
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ィ．特定顧客化戦略

　　新規の特定顧客を開拓することに継続して取り組んだ結果、特定顧客

化に繋がる大型案件を受注することができました。また、既存特定顧客

に対しても、新サービスの提案や運用・保守業務のサービス拡大など、

積極的な営業活動を行った結果、更なる受注拡大に繋げることができま

した。

ロ．グローバル戦略

　　中国においては、現地法人「維傑思科技（杭州）有限公司」や「上海

新域系統集成有限公司」に加えて、平成24年10月に、当社持分法適用関

連会社である現地法人「永旺永楽（杭州）服務外包有限公司」がＢＰＯ

（Business Process Outsourcing）事業を本格的に開始するなど、中国

ビジネスの更なる拡大に努めてまいりました。

　　アセアン地域においては、平成24年７月に、当社連結子会社であるマ

レーシア現地法人「Vinculum Malaysia Sdn.Bhd.」が事業を開始し、現

地ビジネスがいよいよ本格化してまいりました。また、当社は、今後急

速に成長が見込まれるアセアン地域への事業規模拡大に伴う設備投資等

に備えるため、平成25年６月を払込予定月として、同現地法人への増資

を行うことといたしました。これにより、同現地法人の財務基盤をより

強固なものとし、アセアン事業の更なる発展を図ってまいります。また、

現地調査を経て、今後の成長性および市場規模の観点から、平成25年９

月を設立予定月として、ベトナムに現地法人を設立することといたしま

した。同法人は、「Vinculum Malaysia Sdn.Bhd.」との相互連携を図り

ながら、アセアン地域における大手総合小売業グループ向けのサポート

拠点およびＳＥ拠点としての機能を担ってまいります。

ハ．商品・サービスの差別化戦略

　　顧客の規模やニーズに合わせた最適なサービスを、低コスト・短納期

で提供し、新規顧客開拓と収益力向上を図るために、クラウドサービス

による当社プロダクト製品の機能拡充・ラインアップ拡充などを積極的

に進めてまいりました。また、グローバル化に連動したプロダクト製品

のローカライゼーション（言語対応、税制対応、通貨対応など）に継続

して取り組んでまいりました。
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以上の結果、当連結会計年度に関する業績は次のとおりとなりました。

売上高は、108億36百万円となり前年比16億79百万円（18.3％）の増加、

利益面は営業利益80百万円（前連結会計年度は営業損失89百万円）、経常

利益１億32百万円（前連結会計年度は経常損失40百万円）、当期純利益59

百万円（前連結会計年度は当期純損失36百万円）となりました。

売上高につきましては、特定顧客化戦略によるアウトソーシング案件の

増加およびＭＤ基幹システムに関する大型開発案件の受注などにより、順

調に推移し、前連結会計年度を上回る結果となりました。

利益面につきましては、売上高が順調に推移したことに伴い、前連結会

計年度の赤字から脱却し黒字化を達成できたものの、第３四半期連結会計

期間において複数の不採算プロジェクトが発生したことに伴い、結果的に

目標値には及びませんでした。なお、これら不採算プロジェクトは一過性

のものであり、既に社内において原因を究明し、開発体制の強化やレビュ

ーの強化等の対策を実施しております。また、今後の不採算案件撲滅に向

けて品質管理体制の強化を推進しております。

なお、当社は、流通・サービス業を取り巻く現在の厳しい環境において、

顧客のニーズを的確に掴み、新たな価値を提供する商品やサービスを創出

することが必要不可欠であるとともに、グローバル市場に重点をおいたス

ピーディな事業展開を行うことが何よりも重要であると考え、平成25年４

月１日、同じ富士ソフト株式会社の連結子会社であり情報システム会社と

して流通・サービス業を事業ドメインに展開している株式会社ヴィクサス

を吸収合併し、商号を株式会社ヴィンクスに変更いたしました。

今後は、両社が保有する顧客基盤、技術力・ノウハウを効率的且つ有効

活用することにより付加価値の高い総合ＩＴサービス事業を提供し、一層

の事業成長と安定的な収益の両立を目指してまいります。

（注）特定顧客

特定顧客とは、当社のビジネスモデルであるパッケージプロダクトを梃子に、各

業種業態の有力企業のソリューションに参入し、サービス範囲の拡大を図り、さら

に保守・運用業務へと業務拡大が図られた顧客のことであります。
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②　設備投資の状況

当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は、２億85

百万円であります。その主なものは、運用サービス環境構築費用92百万円、

社内システム・開発環境整備費用87百万円、海外子会社運用サービス環境

構築費用83百万円であります。

当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の所要資金は、自己資金

にて充当いたしました。

　

③　資金調達の状況

　当社は、海外連結子会社の大手総合小売業グループ向けアウトソーシン

グ案件にかかる大型設備投資に対して増資や貸付による方法で資金援助を

行うために、平成25年３月に金融機関から６億円の新規借入を行っており

ます。

　

④　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　当社は、平成25年４月１日を効力発生日として、株式会社ヴィクサスを

吸収合併し、商号を株式会社ヴィンクスに変更いたしました。

　

⑤　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　当社は、平成24年７月にマレーシア現地法人「Vinculum Malaysia

Sdn.Bhd.」の事業を開始し、同現地法人を当社連結子会社（出資比率

100.0％）といたしました。また、平成24年10月に合弁会社として中国現地

法人「永旺永楽（杭州）服務外包有限公司」の事業を開始し、同現地法人

を当社持分法適用関連会社（出資比率25.0％）といたしました。
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(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況

①　企業集団の財産および損益の状況

区　分
第21期

平成22年３月期
第22期

平成23年３月期
第23期

平成24年３月期

第24期
(当連結会計年度)
平成25年３月期

売 上 高 (千円) 9,386,921 9,273,093 9,156,527 10,836,377

経 常 利 益 (千円) △439,431 215,662 △40,388 132,952

当 期 純 利 益 (千円) △363,282 96,991 △36,743 59,532

１株当たり当期純利益（円） △11,532円78銭 3,079円08銭 △1,166円47銭 1,889円72銭

総 資 産 (千円) 5,690,288 5,635,110 5,406,550 6,908,287

純 資 産 (千円) 3,547,336 3,640,158 3,553,916 3,781,122

１株当たり純資産額（円） 111,852円03銭 112,052円25銭 108,816円91銭 110,221円17銭

（注）△は損失を表示しております。

　

②　当社の財産および損益の状況

区　分
第21期

平成22年３月期
第22期

平成23年３月期
第23期

平成24年３月期
第24期(当期)
平成25年３月期

売 上 高 (千円) 8,832,884 8,515,539 8,300,926 9,274,653

経 常 利 益 (千円) △351,863 218,621 △82,987 98,572

当 期 純 利 益 (千円) △297,800 35,526 △75,856 24,058

１株当たり当期純利益（円） △9,453円98銭 1,127円83銭 △2,408円13銭 763円68銭

総 資 産 (千円) 5,123,568 5,167,996 5,071,342 6,090,584

純 資 産 (千円) 3,616,919 3,573,835 3,439,421 3,420,135

１株当たり純資産額（円） 114,822円85銭 113,304円99銭 108,819円07銭 107,873円83銭

（注）△は損失を表示しております。
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(3) 重要な親会社および子会社の状況

①　親会社との関係

当社の親会社は富士ソフト株式会社であり、同社は当社の議決権

60.27％（19,025株）を保有しております。

当社は、親会社に対して、主にソフトウエア開発の外注を行っているほ

か、親会社からソフトウエア開発の委託を受けております。

　

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社 4 U  A p p l i c a t i o n s 50百万円 90.0％
パッケージソフトウエアの
開発販売

株 式 会 社 エ ス ・ エ フ ・ ア イ 92百万円 100.0％
流通・サービス業向けシス
テム情報サービス、システ
ム開発

維傑思科技（杭州）有限公司 570百万円 47.4％
流通・サービス業向けシス
テム情報サービス、システ
ム開発、アウトソーシング

上 海 新 域 系 統 集 成 有 限 公 司 2,300千元
0.0％

(23.2％)

流通・サービス業向けシス
テム情報サービス、アウト
ソーシング

Vinculum Malaysia Sdn.Bhd. 32百万円 100.0％
流通・サービス業向けシス
テム情報サービス、システ
ム開発、アウトソーシング

　（注）１．Vinculum Malaysia Sdn.Bhd.は、当連結会計年度において新たに設立したため、連

結の範囲に含めております。

　　　　２．当社の議決権比率の（　）内は、当社の間接所有割合であります。
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(4) 対処すべき課題

現在、少子高齢化による人口減少や国内景気の長期低迷に伴い、当社の主

要顧客分野である流通・サービス業の海外進出が活発化しており、このグロ

ーバル化の波は今後一層加速するものと想定されます。

当社グループは、経営統合により、流通系ＩＴシステムに特化した業界最

大規模の企業として新たにスタートいたします。このメリットを最大限活か

して、顧客に対して積極的な提案活動を行い、日本国内に留まらず、中国・

アセアン地域までグローバルにビジネスを拡大し、「アジアにおける流通Ｉ

Ｔのリーディングカンパニー」への進化を目指し、また、経営統合による効

果を早期に生み出すために、管理体制の統合推進および業務の効率化・グル

ープ経営管理力の強化を図り、以下の課題に対処してまいります。

① 経営統合効果の早期発揮

イ．売上規模拡大の加速

経営統合により強化された要員体制と拡充された製品・サービスライ

ンアップをもって、顧客に対し積極的な営業活動を行い、顧客との信頼

関係を更に強固なものにしていくことで、売上規模拡大のスピードアッ

プを図ってまいります。

ロ．効率的な事業運営体制の実現

手続きの簡素化や組織運営の効率化などを推し進め、事業全体のコス

ト削減を図り、経営統合による効果が早期に発揮できるよう最大限努め

てまいります。

② 安定したプロジェクト運営の実現

　ＰＭＯ（注１）組織を新設し、プロジェクトの運営管理強化・トラブル防

止に対する各種取り組みを推進することで、品質管理・納期管理・原価管理

などのレベルを向上させ、収益基盤の安定化を図ってまいります。また、プ

ロジェクトマネージャー育成のため、ＰＭＰ（注２）の資格取得を推進して

まいります。
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③ グループ経営管理力の強化

イ．人財マネジメント

グローバル市場で成果を収めるには、ダイバーシティ（多様性）、す

なわち、自己と異なる相手・文化を互いに理解し尊重し合う風土の醸成

が不可欠です。当社グループは、グローバル人財の積極採用・育成、キ

ャリアプランの開発、グローバル人事制度の構築等により、多様な人財

の相互理解が新たな価値観を生み出す環境を育んでまいります。

ロ．コンプライアンスおよび内部統制の推進

コンプライアンスプログラムに基づき、グループ全体におけるコンプ

ライアンス意識を高めるための施策を推進するとともに、財務報告の信

頼性に係る内部統制その他のリスク管理体制の維持・向上を図ってまい

ります。

ハ．情報セキュリティの強化

プライバシーマーク認証取得、ＩＳＯ２７００１（注３）認証取得な

ど、これまでもセキュリティの強化に努めてまいりましたが、情報漏洩、

不正アクセスの増加などの社会情勢に対応すべく、今後も継続的に情報

セキュリティの強化を推進してまいります。

ニ．ＩＦＲＳに関する対応

親会社との連携強化、連結システムの拡充および対応要員の補強等、

今後のＩＦＲＳ適用を意識した対応を図ってまいります。

（注１）ＰＭＯ（Project Management Office）

組織におけるプロジェクトマネジメントを統括・管理することを専門として設

置された部門のことであります。

（注２）ＰＭＰ（Project Management Professional）

アメリカ合衆国の非営利団体であるProject Management Institute（ＰＭＩ）

が主催しているプロジェクトマネジメントに関する国際資格であります。

（注３）ＩＳＯ２７００１

情報セキュリティマネジメントシステムのグローバルスタンダードであり、

2005年10月に国際規格として標準化されました。マネジメントとして組織自らの

リスクアセスメントを行い、必要なセキュリティレベルを決め、ＰＤＣＡサイク

ルにてシステムを運用する、国際的に整合性のとれた情報セキュリティマネジメ

ントに対する第三者適合性評価制度をいいます。



2013/05/20 13:48:53 ／ 12900097_株式会社ヴィンクス_招集通知

主要な事業内容、主要な営業所

－ 10 －

(5) 主要な事業内容（平成25年３月31日現在）

当社グループは、情報関連サービス事業を単一セグメントとしております

が、参考といたしまして、当社グループの事業を４つの分野に分類し、以下

のとおりご説明いたします。

事 業 分 野 区 分 商 品 ・ サ ー ビ ス 等

ア ウ ト ソ ー シ ン グ 分 野
システム運用・管理サービス、ソフトウエア保守サービス、

ヘルプデスクサービス、ＡＳＰサービス等

ソ リ ュ ー シ ョ ン 分 野
流通・サービス業向け基幹システム、クレジットカード

システム、人事・会計システム、Ｗｅｂシステム等

プ ロ ダ ク ト 分 野
オープンＰＯＳパッケージ、ＣＲＭパッケージ、ＭＤ基幹

システム、システム自動運用パッケージ等

そ の 他 Ｉ Ｔ 関 連 分 野
ハードウエア販売サービス、店舗システム導入展開サービ

ス等

　

(6) 主要な営業所（平成25年３月31日現在）

①　当社

本社 大阪市北区

データセンター 大阪市北区

東京事業所 東京都墨田区

幕張事業所 千葉市美浜区

仙台事業所 仙台市青葉区

②　主要な連結子会社の営業所

（国内）  

　株式会社4U Applications 　

　　本社 東京都墨田区

　株式会社エス・エフ・アイ 　

　　本社 東京都墨田区

（国外） 　

　維傑思科技（杭州）有限公司 　

　　本社 中華人民共和国

　上海新域系統集成有限公司 　

　　本社 中華人民共和国

　Vinculum Malaysia Sdn.Bhd. 　

　　本社 マレーシア
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(7) 使用人の状況（平成25年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

669名 66名増

（注）使用人数は就業員数であり、出向者（30名）を除き、受入出向者、嘱託および常用パート

（98名）を含んでおります。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

491名 16名増 36.5歳 9.6年

（注）使用人数は就業員数であり、出向者（30名）を除き、受入出向者、嘱託および常用パート

（67名）を含んでおります。

(8) 主要な借入先（平成25年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 850,000千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 100,000千円

（注）上記借入金のほか、以下のとおり私募債の発行を行っております。

　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行　　　5,000千円

　

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　当社は、平成25年４月１日を効力発生日として、株式会社ヴィクサスを

吸収合併し、商号を株式会社ヴィンクスに変更いたしました。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成25年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 112,000株

②　発行済株式の総数 31,565株

③　株主数 1,232名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

富 士 ソ フ ト 株 式 会 社 19,025株 60.27％

ヴィンキュラム ジャパン従業員持株会 2,136 6.76

相 川 勝 次 958 3.03

城 　 田 　 正 　 昭 484 1.53

卜 　 部 　 邦 　 彦 400 1.26

井 　 口 　 與 志 昭 323 1.02

大 　 西 　 　 　 誠 288 0.91

長 　 田 　 光 　 男 238 0.75

大 阪 証 券 金 融 株 式 会 社 232 0.73

新 　 岡 　 弘 　 行 225 0.71

（注）自己株式は保有しておりません。
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(2) 新株予約権等の状況

当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

（平成25年３月31日現在）

平成22年６月25日開催の第21回定時株主総会ならびに平成22年７月20日

および平成22年８月４日開催の取締役会決議による新株予約権

保有人数

　取締役（社外取締役を除く）
５名

新株予約権の数 185個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 185株

新株予約権の行使時の払込金額 62,933円

新株予約権の行使期間

自　平成24年８月６日

至　平成27年８月５日

ただし、行使期間の最終日が会社の

休日にあたるときは、その前営業日

を最終日とする。

新株予約権の行使の条件 （注）

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による新株予約権の取得につい

ては、当社取締役会の決議による承

認を要するものとする。

（注）新株予約権の行使の条件

・権利を付与された者（以下、新株予約権者）は、当該新株予約権の発行にかかる取締役会

において割当を受けた当初の新株予約権者において、これを行使することを要する。

・新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認められない。

・新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社または当社の関係会社の取締役、監

査役、執行役員または従業員であることを要する。ただし、新株予約権者が任期満了によ

る取締役または監査役の退任、または、定年または会社都合により執行役員または従業員

の職を辞し退職した場合には、この限りではない。

・平成24年８月６日から平成25年８月５日までの間に権利行使する新株予約権の数が、新株

予約権者に割当てられた数の２分の１を上回らないこと。

・新株予約権者は、一度の手続きにおいて新株予約権の全部または一部の行使をすることが

できる。ただし、当社の１単元未満の株式を目的とする新株予約権の行使は認められない。

・その他新株予約権の行使の条件は、平成22年６月25日開催の第21回定時株主総会決議およ

び平成22年８月４日開催の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約書」に定めるところとする。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役および監査役の状況（平成25年３月31日現在）

氏 名 地 位 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

瀧　澤　　　隆 代 表 取 締 役 社 長 執行役員

下　垣　博　美 専 務 取 締 役
執行役員
営業統括、グループ事業推進担当
株式会社エス・エフ・アイ代表取締役会長

大　西　　　誠 常 務 取 締 役
中国・アセアン統括担当
維傑思科技（杭州）有限公司董事長兼総裁

吉　田　　　裕 取 締 役
管理統括担当
ＦＭＳソリューション株式会社取締役

服　巻　俊　哉 取 締 役

執行役員
グローバル特定顧客推進担当
グローバル特定顧客推進室長
維傑思科技（杭州）有限公司副総経理

佐　藤　　　諭 取 締 役
富士ソフト株式会社常務執行役員
エリア事業本部長、システム事業本部長

小　谷　知　哉 取 締 役 富士ソフト株式会社執行役員
ソリューション事業本部副本部長

生　嶋　滋　実 常 勤 監 査 役 富士ソフト株式会社監査役

村　田　智　之 監 査 役

村田公認会計士事務所所長
甲南大学会計大学院（平成25年４月１日付
で、甲南大学大学院社会科学研究科会計専門
職専攻に名称変更）教授
三笠産業株式会社社外取締役
コタ株式会社社外監査役

佐　藤　吉　浩 監 査 役 佐藤吉浩法律事務所所長

（注）１．取締役佐藤諭氏および取締役小谷知哉氏は、社外取締役であります。
　　　２．監査役生嶋滋実氏、監査役村田智之氏および監査役佐藤吉浩氏は、社外監査役であり

ます。
３．監査役村田智之氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当

程度の知見を有する者であります。
４．監査役村田智之氏を大阪証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所

に届け出ております。
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②　当事業年度中に就任した取締役

氏 名 地 位 異　　動　　日

佐 藤 　 諭 取 締 役 平成24年６月27日

小 谷 知 哉 取 締 役 平成24年６月27日

（注）取締役佐藤諭および取締役小谷知哉氏は、社外取締役であります。
　

③　当事業年度中に退任した監査役

氏 名 地 位 異 動 日
退任時の担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

井 口 與 志 昭 常 勤 監 査 役 平成24年６月27日 －

　
④　取締役および監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

7名
(2)

70,010千円
(－)

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

4
(3)

15,916
(13,826)

合 計 11 85,926

（注）１．上記監査役支給人員には、平成24年６月27日開催の第23回定時株主総会終結の時をも
って任期満了により退任した監査役１名を含んでおります。

　　　２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役の報酬限度額は、平成17年６月25日開催の第16回定時株主総会において年額

200,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
４．監査役の報酬限度額は、平成３年２月19日開催の創立総会において年額50,000千円以

内と決議いただいております。
５．上記支給額には、以下のものが含まれております。

　　・役員退職慰労引当金の当事業年度増加額
取　締　役　５名 7,276千円（社外取締役を除く）
監　査　役　４名 651千円（うち社外監査役　１名　511千円）

　　・ストック・オプションによる報酬額
取　締　役　５名 697千円（社外取締役を除く）

６．当事業年度に支払った役員退職慰労金は、以下のとおりであります。
監　査　役　１名 19,741千円　

７．上記のほか、当事業年度において、社外監査役１名が在任期間中に当社の親会社であ
る富士ソフト株式会社から受けた役員としての報酬等の総額は8,280千円であります。
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⑤　その他役員（当事業年度の末日後に就任したものを含む。）に関する

重要な事項

イ．地位の異動に関する事項

氏 名 新 地 位 旧 地 位 異 動 日

吉　田　　　實 代表取締役 - 平成25年４月１日

瀧　澤　　　隆 代表取締役 代表取締役社長 平成25年４月１日

下　垣　博　美 取締役 専務取締役 平成25年４月１日

谷　川　文　雄 取締役 - 平成25年４月１日

藤　田　俊　哉 取締役 - 平成25年４月１日

大　西　　　誠 取締役 常務取締役 平成25年４月１日

木　元　　　覚 取締役 - 平成25年４月１日

水　口　　　賢 監査役 - 平成25年４月１日

（注）当社は、平成25年４月１日付で株式会社ヴィクサスと合併いたしました。

ロ．担当の異動に関する事項

氏 名 新 担 当 旧 担 当 異 動 日

吉　田  　　實 社長執行役員 - 平成25年４月１日

瀧　澤　　　隆 副社長執行役員 執行役員 平成25年４月１日

下　垣　博　美
専務執行役員
営業第１本部担当兼
営業第１本部長

執行役員
営業統括、グループ
事業推進担当

平成25年４月１日

谷　川　文　雄
専務執行役員
営業第２本部担当

- 平成25年４月１日

藤　田　俊　哉
常務執行役員
ソリューション事業
本部長

- 平成25年４月１日

大　西　　　誠
常務執行役員
中国・アセアン統括
担当

中国・アセアン統括
担当

平成25年４月１日

吉　田　　　裕
執行役員
管理本部長 管理統括担当 平成25年４月１日
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氏 名 新 担 当 旧 担 当 異 動 日

木　元　　　覚
執行役員
管理本部関東管理
統括担当

- 平成25年４月１日

服　巻　俊　哉

執行役員
グローバル特定顧客
推進担当兼グローバ
ル特定顧客推進部長

執行役員
グローバル特定顧客
推進担当兼グローバ
ル特定顧客推進室長

平成25年４月１日

（注）当社は、平成22年４月１日より執行役員制度を導入しております。この制度に基づき河野
文豊、千代田等、小見明彦、岩見義朗、柳沢克久、藤川尚志、三輪隆浩、竹内雅則、貝津
治彦、吉田太一、西條直樹の11氏が専任の執行役員に就任しております（平成25年４月１
日現在）。

　
⑥　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職状況および当社と当該他の法人等との関係

  　取締役佐藤諭氏は、富士ソフト株式会社の常務執行役員エリア事業本

部長、システム事業本部長を兼職しており、取締役小谷知哉氏は、同社

の執行役員ソリューション事業本部副本部長を兼職しております。同社

は当社の親会社であり、同社と当社との間には、ソフトウェア開発等の

取引関係があります。

　　監査役村田智之氏は、三笠産業株式会社の社外取締役およびコタ株式

会社の社外監査役を兼職しております。当社と各社との間には、特別の

関係はありません。
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ロ．当事業年度における主な活動状況

・取締役会および監査役会への出席状況

 
取締役会（20回開催） 監査役会（14回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 佐　藤　　　諭 15/16 93.8％ － －％

取 締 役 小　谷　知　哉 13/16 81.3％ － －％

監 査 役 生　嶋　滋　実 16/16 100.0％ 14/14 100.0％

監 査 役 村　田　智　之 19/20 95.0％ 13/14 92.9％

監 査 役 佐　藤　吉　浩 19/20 95.0％ 14/14 100.0％

・取締役会および監査役会における発言状況

　取締役佐藤諭氏は、当業界における豊富なビジネス経験とＩＴに関す

る幅広い見識を生かして、当社の経営全般に対する意見を述べるなど、

意思決定の妥当性・適性性を確保するための助言・提言を行っておりま

す。

　取締役小谷知哉氏は、当業界における豊富なビジネス経験とＩＴに関

する幅広い見識を生かして、当社の経営全般に対する意見を述べるなど、

意思決定の妥当性・適性性を確保するための助言・提言を行っておりま

す。

　監査役生嶋滋実氏は、企業経営に関する豊富な経験を活かして、当社

の経営全般に対する意見を述べるなど、意思決定の妥当性・適正性を確

保するための助言・提言を行っております。

　監査役村田智之氏は、会計分野に高度な知識を有しており、社内にお

ける会計監査機能強化の見地から意見を述べるなど、意思決定の妥当

性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

　監査役佐藤吉浩氏は、弁護士として企業法務に関する幅広い見識を有

しており、当社の経営全般に対する大所高所からの意見を述べるなど、

意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っておりま

す。

ハ．責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役佐藤諭氏、社外取締役小谷知哉氏、社外監査役村田

智之氏および社外監査役佐藤吉浩氏は、会社法第427条第１項の規定に

基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して

おります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額

としております。
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(4) 会計監査人の状況

①　会計監査人の名称および当事業年度に係る報酬等の額

区　　　　分 名　　　　称
当事業年度に係る

報酬等の額

会 計 監 査 人
太 陽 Ａ Ｓ Ｇ

有 限 責 任 監 査 法 人
19,300千円

（注）１．当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

　太陽ＡＳＧ有限責任監査法人　　　　　　19,300千円

　　　２．当社は、会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、報酬

等の額はこれらの合計額を記載しております。

　　　３．当社の一部の連結子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を

受けております。

　

②　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査

役会の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会

議の目的とすることといたします。

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、取締役会に対し、会計監査人の解任または不

再任を株主総会の会議の目的とすることを請求いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれか

に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、

会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、

解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した

旨と解任の理由を報告いたします。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

制その他会社の業務の適正を確保するための体制に関する内容の概要は、以

下のとおりであります。

①　取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するため

の体制

企業倫理規程をはじめとするコンプライアンス体制に係る規程を定め、

取締役、執行役員および従業員が法令・定款および社会規範を遵守した行

動をとるための行動規範とする。また、その徹底を図るため、管理本部に

おいてコンプライアンスの取り組みを横断的に統括することとし、同部を

中心に取締役、執行役員および従業員の教育等を行う。監査室は、管理本

部と連携の上、コンプライアンスの状況を監査する。これらの活動は定期

的に取締役会および監査役に報告されるものとする。法令上疑義のある行

為等について執行役員および従業員が直接情報提供を行う手段としてホッ

トラインを設置・運営する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

文書管理規程に従い、取締役（本項においては執行役員を含む）の職務

執行に係る決裁結果を稟議書等の文書または電磁的媒体（以下「文書等」

）に記録し、保存する。取締役および監査役は、文書管理規程により、常

時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

コンプライアンス、災害、品質、個人情報、情報セキュリティおよびシ

ステムトラブル等に係るリスクについては、管理本部および各委員会にて、

規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布、組織

横断的リスク状況の監視、その他の全社的対応を行うものとする。経営上

の緊急事態が発生した場合には、経営危機管理規程に基づき、直ちに対策

本部を設置し、迅速かつ組織的な対応を行い、被害対策および損失の拡大

防止に努める。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

執行役員制度を導入し、経営上の意思決定および監督機能と業務執行機

能を明確に分離し、コーポレート・ガバナンスの強化を図るとともに、迅

速かつ効率的な業務執行を可能とする体制を構築する。取締役会は取締役、

執行役員および従業員が共有する全社的な目標を定める。業務担当取締役

または執行役員は、その目標達成のために会社の権限分配・意思決定ルー

ルに基づき担当事業分野における業務を執行する。以上のほか、取締役会

が定期的に業務執行の状況をレビューし、必要な場合には改善を促すこと

を内容とする体制を構築する。
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⑤　企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は、子会社からの報告および当社による承認の仕組み等を定めた関

係会社管理規程に基づき子会社の管理を行う。また、当社の監査室は、定

期的に子会社の業務監査、内部統制監査等を実施し、その結果を社長およ

び監査役に報告する。当社は、定期的に親会社および子会社と連絡会議を

開催し、グループ経営方針の統一化を図るとともに、各グループ会社との

間に密接な協力関係を保ちつつ、相互の独立性を確保する。

⑥　監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制および当該使用人の独立

性に関する事項

監査役は、監査室所属の従業員および管理本部所属の従業員に監査業務

に必要な事項を命令することができるものとし、監査役より監査業務に

必要な命令を受けた従業員はその命令に関して、取締役、執行役員および

監査室長等の指揮命令を受けないものとする。

⑦　取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役へ

の報告に関する体制

取締役は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社および当社グルー

プに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアンス・

ホットラインにおける通報状況およびその内容をすみやかに報告する体制

を整備する。報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、

取締役と監査役との協議により決定する方法による。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、取締役会はもとより経営会議、営業会議等の主要会議へ出席

する。

⑨　財務報告の信頼性、適正性を確保するための体制

当社は、財務諸表の信頼性、適正性を確保するため「財務報告の信頼性

に関する内部統制評価の基本方針」を制定し、基本計画を定める。これに

基づき財務報告に係る内部統制を有効かつ適切に整備、運用し、評価する

体制を構築する。また、不備があれば是正する体制を構築する。

⑩　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況

当社は、会社の行動基準を定めた「企業倫理規程」に基づき、企業およ

び市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対して屈す

ることなく、不当要求行為に対しては毅然たる態度で対応するとともに、

外部専門機関と連携しながら適切な対応が取れる体制を構築する。

　

(6) 会社の支配に関する基本方針

　買収防衛策等の方針について特に記載すべき事項はありません。
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(7）剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置

づけたうえで、財務体質の強化と積極的な事業展開に必要な内部留保の充実

を勘案し、安定した配当政策を実施することを基本方針としています。今後

も、中長期的な視点にたって、成長が見込まれる事業分野に経営資源を投入

することにより持続的な成長と企業価値の向上ならびに株主価値の増大に努

めてまいります。

　当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき1,000円とさせてい

ただきます。

　尚、平成24年11月２日に発表いたしました「剰余金の配当（中間配当）

に関するお知らせ」のとおり、中間配当金１株当たり1,000円とあわせまし

て、年間配当金は１株当たり2,000円となります。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成25年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品

仕 掛 品

貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

工 具 器 具 備 品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

4,910,467

1,565,403

2,800,493

104,943

137,514

3,082

149,430

157,579

△7,979

1,997,820

653,546

136,518

425,423

91,605

671,840

421,929

234,679

15,230

672,433

340,330

224,298

107,803

流 動 負 債 2,456,099

買 掛 金 1,123,789

未 払 金 414,739

1年内償還予定の社債 5,000

短 期 借 入 金 350,000

1 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 120,000

リ ー ス 債 務 20,498

未 払 法 人 税 等 32,654

賞 与 引 当 金 16,693

工 事 損 失 引 当 金 50,700

そ の 他 322,022

固 定 負 債 671,065

役員退職慰労引当金 77,682

長 期 借 入 金 480,000

リ ー ス 債 務 75,958

資 産 除 去 債 務 11,698

そ の 他 25,726

負 債 合 計 3,127,165

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,451,236

資 本 金 544,549

資 本 剰 余 金 586,687

利 益 剰 余 金 2,319,999

その他の包括利益累計額 27,894

その他有価証券評価差額金 11,173

為 替 換 算 調 整 勘 定 16,721

新 株 予 約 権 15,097

少 数 株 主 持 分 286,893

純 資 産 合 計 3,781,122

資 産 合 計 6,908,287 負 債 純 資 産 合 計 6,908,287

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで）

 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,836,377

売 上 原 価 9,017,703

売 上 総 利 益 1,818,673

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,738,438

営 業 利 益 80,235

営 業 外 収 益 68,005

受 取 利 息 447

受 取 配 当 金 223

助 成 金 収 入 862

為 替 差 益 50,714

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 7,931

そ の 他 7,825

営 業 外 費 用 15,288

支 払 利 息 1,590

固 定 資 産 除 却 損 7,141

シ ス テ ム 障 害 対 応 費 用 5,323

そ の 他 1,232

経 常 利 益 132,952

特 別 利 益 16,172

持 分 変 動 利 益 16,172

特 別 損 失 34,048

事 務 所 移 転 費 用 6,190

固 定 資 産 除 却 損 7,858

合 併 関 連 費 用 20,000

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 115,076

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 36,927

法 人 税 等 調 整 額 21,660

少数株主損益調整前当期純利益 56,488

少   数   株   主   損   失    （△） △3,043

当 期 純 利 益 59,532

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで）

（単位：千円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 株 主 資 本 合 計

平成24年４月１日　残高 542,125 584,263 2,323,467 3,449,855

連結会計年度中の変動額     

新 株 予 約 権 の 行 使 2,424 2,424  4,848

剰 余 金 の 配 当 　 　 △63,000 △63,000

当 期 純 利 益   59,532 59,532

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

    

連結会計年度中の変動額合計 2,424 2,424 △3,467 1,381

平成25年３月31日　残高 544,549 586,687 2,319,999 3,451,236

 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新 株 予 約 権そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

為 替 換 算 調 整 勘 定
そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額 合 計

平成24年４月１日　残高 △463 △21,658 △22,122 11,620

連結会計年度中の変動額     

新 株 予 約 権 の 行 使     

剰 余 金 の 配 当     

当 期 純 利 益     

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

11,636 38,380 50,017 3,476

連結会計年度中の変動額合計 11,636 38,380 50,017 3,476

平成25年３月31日　残高 11,173 16,721 27,894 15,097

 少 数 株 主 持 分 純 資 産 合 計

平成24年４月１日　残高 114,563 3,553,916

連結会計年度中の変動額   

新 株 予 約 権 の 行 使  4,848

剰 余 金 の 配 当  △63,000

当 期 純 利 益  59,532

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

172,330 225,824

連結会計年度中の変動額合計 172,330 227,206

平成25年３月31日　残高 286,893 3,781,122

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況  
・連結子会社の数 ５社

・連結子会社の名称 株式会社４Ｕ Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ

維傑思科技（杭州）有限公司

株式会社エス・エフ・アイ

上海新域系統集成有限公司

Vinculum Malaysia Sdn.Bhd.

　
(2）持分法の適用に関する事項

①　関連会社の状況  

・持分法を適用した関連会社の数 ２社

・関連会社の名称 ＦＭＳソリューション株式会社

永旺永楽（杭州）服務外包有限公司

②　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度

に係る計算書類を使用しております。

　

(3）連結の範囲および持分法の適用の範囲の変更に関する注記

①　連結の範囲の変更

　当連結会計年度より、Vinculum Malaysia Sdn.Bhd.を新たに設立したため連結の範囲

に含めております。

②　持分法の適用の範囲の変更

　当連結会計年度より、永旺永楽（杭州）服務外包有限公司を新たに設立したため持分

法適用の範囲に含めております。

　

(4）連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、維傑思科技（杭州）有限公司および上海新域系統集成有限公司の決

算日は、12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書

類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。

　

(5）会計処理基準に関する事項

①　有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

時価のあるもの ……………… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し売却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの ……………… 移動平均法による原価法
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②　たな卸資産の評価基準および評価方法

商品 ……………………………… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

仕掛品 …………………………… 個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品 …………………………… 個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

③　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

建物 …………………………… 定額法

構築物 ………………………… 定額法

工具器具備品 ………………… 定額法

なお、主要な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ………………………… ２～18年

構築物 ……………………… 10年

工具器具備品 ……………… ２～20年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

（市場販売目的のソフトウエア）

　見込販売期間（３年以内）における見込販売収益に基づく償却額と販売可能な残

存有効期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上する方法を採用

しております。

（社内利用目的のソフトウエア）

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
　　

ハ．リース資産

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。
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④　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

　当社および国内連結子会社は債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

　従業員の賞与の支出に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担す

べき額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を

計上しております。

ニ．役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計

上しております。

ホ．工事損失引当金

　受注制作ソフトウエア開発に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末にお

いて損失の発生が見込まれ、かつ、金額を合理的に見積ることができる案件について、

損失見込額を計上しております。

⑤　受注制作ソフトウエア開発に係る収益および費用の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約については

工事進行基準（ソフトウエア開発の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の契約に

ついては工事完成基準を適用しております。
　

⑥　消費税等の処理方法

　税抜方式によっており、控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用として処理して

おります。
　
⑦　のれんの償却

　のれんの償却については、合理的に見積った効果発現期間による均等償却を行ってお

ります。

　株式会社エス・エフ・アイ　　　10年
　

⑧　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外子会社の資産、負債、収益及び費用は、在外

子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為

替換算調整勘定及び少数株主持分に含めております。
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２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 791,591千円

　

(2) 損失が見込まれる受注制作ソフトウエア開発契約に係るたな卸資産と工事損失引当金は、

    相殺せずに両建てで表示しております。

    損失の発生が見込まれる受注制作ソフトウエア開発契約に係るたな卸資産のうち、工事

    損失引当金に対応する額は仕掛品20,595千円であります。

　

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1）発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式(注) 31,500株 65株 －株 31,565株

(注)発行済株式総数の増加65株は、新株予約権の行使による増加であります。
　

(2）剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

平成24年６月27日開催の第23回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 31,500千円

・１株当たり配当額 1,000円

・基準日 平成24年３月31日

・効力発生日 平成24年６月28日

　
平成24年11月２日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 31,500千円

・１株当たり配当額 1,000円

・基準日 平成24年９月30日

・効力発生日 平成24年12月10日

　
②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

平成25年６月18日開催予定の取締役会において次のとおり決議いたします。

・配当金の総額 31,565千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 1,000円

・基準日 平成25年３月31日

・効力発生日 平成25年６月24日

　

(3）当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の

目的となる株式の種類および数

普通株式　639株
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４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、原則として資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資

金調達については、銀行借入による方針です。また、デリバティブは、現在利用してお

りません。
　
② 金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該

リスクに関しては、与信限度管理規程に従い、各事業部門における営業担当が主要な取

引先の状況をモニタリングし、管理部門において取引先ごとの期日管理および残高管理

を行うとともに、主な取引先の信用状況を年１回定期的に把握し、財務状況等の悪化等

による回収懸念の早期把握や軽減を図る体制としております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リス

クに晒されておりますが、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握する

とともに、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　営業債務である買掛金、未払金は、全て１年以内の支払期日です。また、一部外貨建

仕入取引を行っており、外貨建取引によって生じた営業債務は、為替の変動リスクに晒

されておりますが、金額が少額のため、為替変動のリスクは僅少であります。

　借入金、社債は営業取引に係る資金調達です。変動金利の借入金、社債は、金利の変

動リスクに晒されておりますが、金額が少額のため、金利変動のリスクは僅少でありま

す。

　また、営業債務や借入金、社債、リース債務は、流動性リスクに晒されておりますが、

当社グループでは、月次に資金繰り計画を作成するなどの方法により管理しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、当社グループはデリバティブ取引を行っ

ておりません。
　　
③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん

でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあり

ます。　
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成25年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの

は含まれておりません。（（注）２．参照）

　
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 1,565,403 1,565,403 －

(2) 受取手形及び売掛金 2,800,493 　 　

    貸倒引当金　(注)３．参照 △7,979 　 　

　 2,792,513 2,792,513 －

(3) 投資有価証券 35,884 35,884 －

　　資産計 4,393,801 4,393,801 －

(1) 買掛金 1,123,789 1,123,789 －

(2) 未払金 414,739 414,739 －

(3) １年内償還予定の社債 5,000 5,000 －

(4) 短期借入金 350,000 350,000 －

(5) １年内返済予定の長期借入金 120,000 120,000 －

(6) リース債務 20,498 20,498 －

(7) 未払法人税等 32,654 32,654 －

(8) 長期借入金 480,000 477,365 △2,634

(9) 長期リース債務 75,958 75,958 －

　　負債計 2,622,641 2,620,007 △2,634

（注）１．金融商品の時価算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(3) 投資有価証券

　これらの価格については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は

取引金融機関等から提示された価格によっております。
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負　債

(1) 買掛金、（2） 未払金、(3) １年内償還予定の社債、(4) 短期借入金、(5) １年内返

済予定の長期借入金、(7) 未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(6) リース債務、(8) 長期借入金、(9) 長期リース債務

　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。
　

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　非上場株式（連結貸借対照表計上額　304,445千円）については、市場価格がなく、時価

を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)投資有価証券」には含めており

ません。
　

（注）３．受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。

　

５．１株当たり情報に関する注記

(1）１株当たり純資産額 110,221円17銭

(2）１株当たり当期純利益 1,889円72銭

　

６．重要な後発事象に関する注記

　当社と株式会社ヴィクサス(以下「ヴィクサス」といいます。)は、平成25年４月１日を効

力発生日として、当社を存続会社、ヴィクサスを消滅会社とする合併(以下「本合併」とい

います。)を行い、商号をヴィンキュラムジャパン株式会社から株式会社ヴィンクスに変更

いたしました。

　

(1) 本合併の目的

　両社が保有する顧客基盤、技術力・ノウハウを効率的かつ有効活用することにより、こ

れまで以上に付加価値の高い総合ＩＴサービス事業を提供し、一層の事業拡大を目指すこ

とができるという両社の判断に基づき、本合併を決定いたしました。

　
(2) 本合併の方式

　当社を存続会社、ヴィクサスを消滅会社とする吸収合併方式で行います。なお、ヴィク

サスは、本合併により解散しました。

　
(3) 本合併に係る割当ての内容

　本合併により普通株式11,350株を発行し、ヴィクサスの株式１株に対して、当社の株式

0.52株を割当て交付します。

　
(4) 本合併に係る割当ての内容の算定根拠

　当社は有限責任監査法人トーマツを、ヴィクサスは野村證券株式会社を、合併比率の算

定に関する第三者算定機関としてそれぞれ選定し、その算定結果を参考として、両社にお

いて協議を重ねた結果、上記比率を決定いたしました。
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　なお、有限責任監査法人トーマツおよび野村證券株式会社は、市場株価平均法、類似会

社比較法、ＤＣＦ法（ディスカウンテッド・キャッシュフロー法）を用いた上で、これら

の分析結果を総合的に勘案して合併比率を算定いたしました。

　
(5) 対象となった被結合企業の概要(平成25年３月31日現在)

売上高 16,484,618千円

資本金 593,000千円

総資産 9,533,839千円

純資産 1,095,607千円

　

(6) 本合併後の状況

①商号　　　　　　　　株式会社ヴィンクス

②事業内容　　　　　　情報関連サービス事業

③本店所在地　　　　　大阪市北区堂島浜二丁目２番８号

④代表者の役職・氏名　代表取締役　社長執行役員　　　吉田　實

　　　　　　　　　　　代表取締役　副社長執行役員　　瀧澤　隆

⑤資本金の額　　　　　544百万円

⑥事業年度の末日　　　３月31日
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貸　借　対　照　表

（平成25年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

関係会社短期貸付金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

工 具 器 具 備 品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

敷 金 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

関係会社長期貸付金

4,338,827

1,002,289

14,280

2,511,658

81,568

52,224

2,806

95,122

153,210

400,000

29,597

1,203

△5,133

1,751,757

397,019

64,887

235

240,290

91,605

332,699

14,836

28

244,313

73,520

1,022,039

234,886

461,445

6,896

81,971

216,840

20,000

流 動 負 債 2,002,223

買 掛 金 801,512

未 払 金 366,830

未 払 費 用 117,835

短 期 借 入 金 350,000

１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 120,000

リ ー ス 債 務 20,498

未 払 法 人 税 等 24,881

前 受 金 91,132

預 り 金 58,830

工 事 損 失 引 当 金 50,700

固 定 負 債 668,226

役員退職慰労引当金 75,050

長 期 未 払 金 25,519

長 期 借 入 金 480,000

リ ー ス 債 務 75,958

資 産 除 去 債 務 11,698

負 債 合 計 2,670,449

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,394,129

資 本 金 544,549

資 本 剰 余 金 586,687

資 本 準 備 金 586,687

利 益 剰 余 金 2,262,892

利 益 準 備 金 33,490

そ の 他 利 益 剰 余 金 2,229,402

別 途 積 立 金 2,000,000

繰 越 利 益 剰 余 金 229,402

評 価 ・ 換 算 差 額 等 10,907

その他有価証券評価差額金 10,907

新 株 予 約 権 15,097

純 資 産 合 計 3,420,135

資 産 合 計 6,090,584 負 債 純 資 産 合 計 6,090,584

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで）

 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 9,274,653

売 上 原 価 7,772,005

売 上 総 利 益 1,502,648

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,404,450

営 業 利 益 98,197

営 業 外 収 益 15,202

受 取 利 息 4,136

受 取 配 当 金 190

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 84

保 険 事 務 手 数 料 1,117

助 成 金 収 入 862

受 取 ロ イ ヤ リ テ ィ ー 6,991

そ の 他 1,819

営 業 外 費 用 14,827

支 払 利 息 1,537

固 定 資 産 除 却 損 7,114

シ ス テ ム 障 害 対 応 費 用 5,323

そ の 他 852

経 常 利 益 98,572

特 別 利 益 －

特 別 損 失 34,048

事 務 所 移 転 費 用 6,190

固 定 資 産 除 却 損 7,858

合 併 関 連 費 用 20,000

税 引 前 当 期 純 利 益 64,524

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 15,591

法 人 税 等 調 整 額 24,874

当 期 純 利 益 24,058

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで）

（単位：千円）

 

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

平成24年４月１日　残高 542,125 584,263 584,263 33,490 2,000,000 268,344 2,301,834 3,428,222

事業年度中の変動額         

新株予約権の行使 2,424 2,424 2,424     4,848

剰余金の配当      △63,000 △63,000 △63,000

当 期 純 利 益      24,058 24,058 24,058

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

              

事業年度中の変動額合計 2,424 2,424 2,424 － － △38,941 △38,941 △34,092

平成25年３月31日　残高 544,549 586,687 586,687 33,490 2,000,000 229,402 2,262,892 3,394,129

 

評 価 ・ 換 算
差 額 等

新 株
予 約 権

純 資 産
合 計その他有価

証 券 評 価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

平成24年４月１日　残高 △421 △421 11,620 3,439,421

事業年度中の変動額     

新株予約権の行使   　 4,848

剰余金の配当      　 △63,000

当 期 純 利 益      　 24,058

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

11,329 11,329 3,476 14,806

事業年度中の変動額合計 11,329 11,329 3,476 △19,286

平成25年３月31日　残高 10,907 10,907 15,097 3,420,135

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1）有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

時価のあるもの ……………… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し売却原価は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの ……………… 移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式…… 移動平均法による原価法

　

(2）たな卸資産の評価基準および評価方法

商品 ……………………………… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

仕掛品 …………………………… 個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品 …………………………… 個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　

(3）固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

建物 …………………………… 定額法

構築物 ………………………… 定額法

工具器具備品 ………………… 定額法

なお、主要な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ………………………… ２～18年

構築物 ……………………… 10年

工具器具備品 ……………… ２～20年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

（市場販売目的のソフトウエア）

　見込販売期間(３年以内)における見込販売収益に基づく償却額と販売可能な残存

有効期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上する方法を採用し

ております。

（社内利用目的のソフトウエア）

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。
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(4）引当金の計上基準

①　貸倒引当金

期末現在に有する金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

②　役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上し

ております。

③　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

④　工事損失引当金

受注制作ソフトウエア開発に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において損

失の発生が見込まれ、かつ、金額を合理的に見積ることができる案件について、損失見

込額を計上しております。

　

(5）収益および費用の計上基準

（受注制作ソフトウエア開発に係る収益および費用の計上基準）

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約については工事進

行基準（ソフトウエア開発の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の契約については

工事完成基準を適用しております。

　

(6）消費税等の処理方法

　税抜方式によっており、控除対象外消費税等は発生事業年度の費用として処理してお

ります。
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２．貸借対照表に関する注記

（1）有形固定資産の減価償却累計額　　　　　615,921千円

　

（2）偶発債務

以下の関係会社の金融機関への社債等に対し債務保証を行っております。

株式会社エス・エフ・アイ 5,000千円

計 5,000千円

　　

（3）関係会社に対する金銭債権債務は次のとおりであります。

短期金銭債権 189,542千円

短期金銭債務 101,847千円

　　

（4）損失が見込まれる受注制作ソフトウエア開発契約に係るたな卸資産と工事損失引当金

     は、相殺せずに両建てで表示しております。

     損失の発生が見込まれる受注制作ソフトウエア開発契約に係るたな卸資産のうち、

     工事損失引当金に対応する額は仕掛品20,595千円であります。

　

３．損益計算書に関する注記

（1）関係会社との取引高は次のとおりであります。

売上高 544,476千円

仕入高 10,472千円

その他の営業取引 837,616千円

営業取引以外の取引高 50,517千円

　
４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 －株 －株 －株 －株
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５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産(流動)  

賞与未払金 71,430千円

仕掛品評価損 196千円

確定拠出年金掛金 2,517千円

未払事業税・未払事業所税 8,173千円

共済会預り金会社負担金 1,392千円

繰越欠損金 43,481千円

その他 27,409千円

小計 154,602千円

評価性引当額 △1,392千円

計 153,210千円

  

繰延税金資産(固定) 　

退職金制度改定長期未払金 9,110千円

役員退職慰労引当金 20,807千円

役員退職引当金（退任） 6,308千円

減価償却費超過額 16,940千円

少額資産償却費用 4,585千円

資産除去債務 4,445千円

繰越欠損金 181,774千円

小計 243,972千円

評価性引当額 △20,807千円

計 223,164千円

  

繰延税金負債(固定)  

その他有価証券評価差額金 △6,029千円

資産除去債務 △294千円

計 △6,323千円
　 　
 　 　 
繰延税金資産の純額 370,050千円
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６．リースにより使用する固定資産に関する注記

(1) ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

　　有形固定資産

情報関連サービス事業における生産設備（工具器具備品）であります。

　

②  リース資産の減価償却の方法

「１．重要な会計方針に係る事項（3）固定資産の減価償却の方法 ハ．リース資産」

に記載のとおりであります。

　　

(2) オペレーティング・リース取引

  リース契約の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社および法人主要株主等

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

（百万円）

事業の内

容又は職

業

議決権等

の所有

（被所

有）割合

（％）

関連当事

者との関

係

取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親会社 富士ソフト㈱
横浜市

中区
26,200

情報処理

サービス業

(被所有)直

接60.27

　

製品の販売

等

 
業務の外注

　

当社パッケー

ジソフトウエ

ア製品の販売

等

53,185 売掛金 7,725

システム開発

の委託等
58,358 買掛金 15,899
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(2) 子会社および関連会社等

種類 会社等の名称又は氏名 所在地

資本金

又は出

資金

（百万円）

事業の内

容又は職

業

議決権等

の所有

（被所

有）割合

（％）

関連当事

者との関

係

取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

子会社
維傑思科技（杭州）

有限公司

浙江省

杭州市
570

情報処理

サービス業

(所有)

直接47.4

製品の販売

等

　

業務の外注

　

資金の貸付

 

システム開

発の委託等
544,357 買掛金 52,561

資金の貸付

　

資金の回収

　

－
　

30,000

短期貸付金
　
長期貸付金

50,000
　

20,000

貸付利息 1,009 未収利息 204

子会社 ㈱エス・エフ・アイ
東京都

墨田区
92

情報処理

サービス業

(所有)

直接100.0

資金の貸付

 
債務保証

資金の貸付 370,000

短期貸付金 300,000

資金の回収 385,000

貸付利息 2,956 前受利息 226

債務保証

（注）
5,000 － －

関連会社
ＦＭＳソリューショ

ン㈱

千葉市

美浜区
95

情報処理

サービス業

(所有)

直接30.0

製品の販売

等

当社パッケ

ージソフト

ウエア製品

の販売等

338,878 売掛金  64,819

（注）株式会社エス・エフ・アイの社債（5,000千円、期限は３ヶ月）について、債務保証を行っ

たものであります。なお、保証料の受領は行っておりません。

　

(3) 同一の親会社を持つ会社等およびその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

（百万円）

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

（被所

有）割合

（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

同一の親

会社を持

つ会社

富士ソフト

サービス

ビューロ㈱

東京都

墨田区
50

情報処理

サービス業
－ 業務の外注 業務委託 208,504 買掛金 19,865

同一の親

会社を持

つ会社

㈱ヴィクサ

ス

東京都

千代田区
93

情報処理

サービス業
－

製品の販売

等

当社パッケー

ジソフトウエ

ア製品の販売

等

194,249 売掛金 34,602

（注）１．上記(1)～(3)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には

消費税等が含まれております。

２．取引条件および取引条件の決定方針等

市場価格・競合見積りの結果等を勘案し、当社との関連を有しない会社との取引と同

様に決定しております。

　

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 107,873円83銭

(2) １株当たり当期純利益 763円68銭
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９．重要な後発事象に関する注記

　当社と株式会社ヴィクサス(以下「ヴィクサス」といいます。)は、平成25年４月１日を効

力発生日として、当社を存続会社、ヴィクサスを消滅会社とする合併(以下「本合併」とい

います。)を行い、商号をヴィンキュラムジャパン株式会社から株式会社ヴィンクスに変更

いたしました。

　

(1) 本合併の目的

　両社が保有する顧客基盤、技術力・ノウハウを効率的かつ有効活用することにより、こ

れまで以上に付加価値の高い総合ＩＴサービス事業を提供し、一層の事業拡大を目指すこ

とができるという両社の判断に基づき、本合併を決定いたしました。

　
(2) 本合併の方式

　当社を存続会社、ヴィクサスを消滅会社とする吸収合併方式で行います。なお、ヴィク

サスは、本合併により解散しました。

　
(3) 本合併に係る割当ての内容

　本合併により普通株式11,350株を発行し、ヴィクサスの株式１株に対して、当社の株式

0.52株を割当て交付します。

　
(4) 本合併に係る割当ての内容の算定根拠

　当社は有限責任監査法人トーマツを、ヴィクサスは野村證券株式会社を、合併比率の算

定に関する第三者算定機関としてそれぞれ選定し、その算定結果を参考として、両社にお

いて協議を重ねた結果、上記比率を決定いたしました。

　なお、有限責任監査法人トーマツおよび野村證券株式会社は、市場株価平均法、類似会

社比較法、ＤＣＦ法（ディスカウンテッド・キャッシュフロー法）を用いた上で、これら

の分析結果を総合的に勘案して合併比率を算定いたしました。

　
(5) 対象となった被結合企業の概要(平成25年３月31日現在)

売上高 16,484,618千円

資本金 593,000千円

総資産 9,533,839千円

純資産 1,095,607千円

　

(6) 本合併後の状況

①商号　　　　　　　　株式会社ヴィンクス

②事業内容　　　　　　情報関連サービス事業

③本店所在地　　　　　大阪市北区堂島浜二丁目２番８号

④代表者の役職・氏名　代表取締役　社長執行役員　　　吉田　實

　　　　　　　　　　　代表取締役　副社長執行役員　　瀧澤　隆

⑤資本金の額　　　　　544百万円

⑥事業年度の末日　　　３月31日
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連結計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成25年５月３日 

 株式会社ヴィンクス  

 取締役会　御中  

 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人  

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 並 木 健 治 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 石 原 鉄 也  

 　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ヴィンクス
の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、
すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表について監査を行った。
　
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不
正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示する
ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国に
おいて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについ
て合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施す
ることを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤
謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適
用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な
監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。
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 監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ヴィンクス及び連結子会社から
なる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
強調事項
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成25年４月１日を効力
発生日として株式会社ヴィクサスを吸収合併した。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。
　

以　上
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 独立監査人の監査報告書  

 平成25年５月３日 

 株式会社ヴィンクス  

 取締役会　御中  

 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人  

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 並 木 健 治 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 石 原 鉄 也  

 　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ヴィ
ンクスの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第24期事業年度の計算
書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書について監査を行った。
　
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。
これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明
細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か
ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法
人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査
証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断によ
り、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。
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 監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附
属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。
　
強調事項
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成25年４月１日を効力
発生日として株式会社ヴィクサスを吸収合併した。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。
　

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第24期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
　
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
  監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施
状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他
重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及
び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事
業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要な
ものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に
関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部
統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。なお、金融商品取引法上の財務報告に係る内部統制については、取
締役及び使用人等並びに太陽ＡＳＧ有限責任監査法人から当該内部統制の評
価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。子
会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を
図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づ
き、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしま
した。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して
いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10
月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ
の附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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 ２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。
二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反

する重大な事実は認められません。
三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人太陽ＡＳＧ有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人太陽ＡＳＧ有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

　

 

 平成25年５月８日  

 株 式 会 社 ヴ ィ ン ク ス 　 監 査 役 会  

 

常勤監査役 生 嶋 滋 実 

常勤監査役 水 口 　 賢 

社外監査役 村 田 智 之 

社外監査役 佐 藤 吉 浩 
　

 

　

　以　上
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株主総会参考書類
　

議案および参考事項

第１号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　平成25年４月１日付で株式会社ヴィクサスを吸収合併したことに伴い、現

行の執行役員制度における執行役員の業務執行機能を更に強化するため、役

付執行役員を新たに定めることといたしました。

　このため、役付取締役が前提となっている第13条（招集権者および議長）

および第20条（取締役会の招集権者および議長）の規定について所要の変更

を行うものであります。

２．変更の内容

　変更の内容は次のとおりであります。

　 （下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

第１条～第１２条　（条文省略） 第１条～第１２条　（現行どおり）

第１３条（招集権者および議長）

　　　　　株主総会は、法令に別段の定めが

ある場合を除き、取締役会の決議に

より取締役社長がこれを招集する。

取締役社長に事故があるときは、取

締役会においてあらかじめ定めた順

序に従い他の取締役がこれにあたる。

　　　２．株主総会の議長は、取締役会にお

いてあらかじめ定めたところに従い

取締役社長または取締役副社長がこ

れにあたる。取締役社長および取締

役副社長ともに事故があるときは、

取締役会においてあらかじめ定めた

順序に従い他の取締役がこれにあた

る。

第１３条（招集権者および議長）

　　　　　株主総会は、法令に別段の定めが

ある場合を除き、取締役会の決議に

よりあらかじめ取締役会において定

めた取締役がこれを招集する。当該

取締役に事故があるときは、取締役

会においてあらかじめ定めた順序に

従い他の取締役がこれにあたる。

　　　２．株主総会の議長は、あらかじめ取

締役会において定めた取締役がこれ

にあたる。当該取締役に事故がある

ときは、取締役会においてあらかじ

め定めた順序に従い他の取締役がこ

れにあたる。
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現 行 定 款 変 更 案

第１４条～第１９条　（条文省略） 第１４条～第１９条　（現行どおり）

第２０条（取締役会の招集権者および議長）

　　　　　取締役会は、法令に別段の定めが

ある場合を除き、取締役社長がこれ

を招集する。取締役社長に事故があ

るときは、取締役会においてあらか

じめ定めた順序に従い他の取締役が

これにあたる。

　

　　　２．取締役会の議長は、取締役会にお

いてあらかじめ定めたところに従い

取締役社長または取締役副社長がこ

れにあたる。取締役社長および取締

役副社長ともに事故があるときは、

取締役会においてあらかじめ定めた

順序に従い他の取締役がこれにあた

る。

第２０条（取締役会の招集権者および議長）

　　　　　取締役会は、法令に別段の定めが

ある場合を除き、あらかじめ取締役

会において定めた取締役がこれを招

集する。当該取締役に事故があると

きは、取締役会においてあらかじめ

定めた順序に従い他の取締役がこれ

にあたる。

　　　２．取締役会の議長は、あらかじめ取

締役会において定めた取締役がこれ

にあたる。当該取締役に事故がある

ときは、取締役会においてあらかじ

め定めた順序に従い他の取締役がこ

れにあたる。

第２１条～第４２条　（条文省略） 第２１条～第４２条　（現行どおり）
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第２号議案　取締役８名選任の件

　本総会終結の時をもって、取締役全員（11名）が任期満了となります。つ

きましては、取締役８名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、重要な兼職状況ならびに
当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当

所有する当社
の 株 式 数

１
吉　田　　實

(昭和24年４月24日生)

昭和48年４月　日本ユニバック株式会社
　　　　　　　（現　日本ユニシス株式会社）　
　　　　　　　入社
平成11年４月　同社金融システム営業第二
　　　　　　　本部長
平成12年４月　同社金融営業第一本部長
平成13年４月　日本ユニシス情報システム株式
　　　　　　　会社（現　ユニアデックス株式
　　　　　　　会社）取締役
平成16年６月　富士ソフトＡＢＣ株式会社
　　　　　　　（現　富士ソフト株式会社）　
　　　　　　　入社　営業本部本部長補佐
平成16年10月　同社ソリューション事業本部
　　　　　　　副本部長
平成17年10月　同社営業本部長
平成18年６月　同社専務取締役
平成19年６月　同社代表取締役専務
平成21年６月　同社専務取締役
平成24年３月　同社取締役
平成24年３月　株式会社ヴィクサス（平成25年
　　　　　　　４月１日付で当社が吸収合併）
　　　　　　　代表取締役社長　
平成25年４月　当社代表取締役社長執行役員
　　　　　　　（現任）

－株

２
瀧　澤　　隆

(昭和30年12月27日生)

昭和53年４月　日本アイ・ビー・エム株式会社
　　　　　　　入社
平成７年１月　同社ＰＣ事業部コンシューマー
　　　　　　　営業部長
平成11年10月　同社ｉｂｍ．ｃｏｍ事業部ＰＣ
　　　　　　　販売営業本部長
平成14年10月　同社ソフトウェア事業パートナー
　　　　　　　事業部長
平成17年１月　同社ソフトウェア事業ＧＢ事業
　　　　　　　部長
平成17年５月　株式会社ウィルコム執行役員
　　　　　　　ソリューション営業本部長
平成19年１月　株式会社エニシル代表取締役社長
平成21年４月　同社顧問
平成21年５月　当社顧問
平成21年６月　当社取締役副社長
平成22年４月　当社代表取締役社長兼執行役員
平成25年４月　当社代表取締役副社長執行役員
　　　　　　　（現任）

121株
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、重要な兼職状況ならびに当社に
お け る 地 位 お よ び 担 当

所有する当社
の 株 式 数

３
藤　田　俊　哉

(昭和32年10月９日生)

昭和55年４月　株式会社ダイエー入社
平成13年12月　株式会社ダイエー情報システム
　　　　　　　（旧　株式会社ヴィクサス、平成
　　　　　　　25年４月１日付で当社が吸収合
　　　　　　　併）移籍　リテイルシステム事業
　　　　　　　部　企画開発部長
平成14年３月　同社ソリューション事業部営業３
　　　　　　　部長
平成15年10月　同社ソリューション事業部営業１
　　　　　　　部長兼ソリューションビジネス部
　　　　　　　長
平成16年９月　同社ソリューション事業部ソリュ
　　　　　　　－ション企画部長　
平成17年３月　同社営業本部ソリューション企画
　　　　　　　部長兼ダイエー再生プロジェクト
　　　　　　　部長
平成17年６月　同社ダイエープロジェクトリーダ
　　　　　　　ー
平成18年３月　同社営業本部リテイルプロジェク
　　　　　　　トリーダー
平成18年３月　同社流通システム事業部流通ビジ
　　　　　　　ネス部長
平成18年９月　同社流通システム事業部長　
平成19年６月　同社執行役員流通システム事業部
　　　　　　　長
平成20年５月　同社カスタマー事業本部副本部長
平成22年６月　同社取締役カスタマー事業本部副
　　　　　　　本部長
平成22年10月　同社取締役カスタマー事業本部長
平成24年４月　同社常務取締役ソリューション事
　　　　　　　業本部長　
平成25年４月　当社取締役常務執行役員ソリュー
　　　　　　　ション事業本部長（現任）

－株
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、重要な兼職状況ならびに当社に
お け る 地 位 お よ び 担 当

所有する当社
の 株 式 数

４
大　西　　誠

(昭和33年１月18日生)

昭和56年４月　株式会社ニチイ（現　イオンリテ
ール株式会社）入社

平成３年２月　当社入社（出向）
平成４年９月　当社転籍
平成７年11月　当社オープンシステム部長
平成10年８月　当社ビジネスシステム事業部長
平成11年12月　当社ＩＴＳ推進部長
平成12年３月　当社店舗システム部長
平成14年４月　当社取締役ＧＭＳシステム事業部

ＧＭＳシステムサポート部長
平成16年４月　当社取締役ＧＭＳシステム事業
　　　　　　　部長
平成18年４月　当社取締役アウトソーシング事業

統括兼ＧＭＳシステム事業部長
平成20年４月　当社取締役アウトソーシング事業

統括兼アウトソーシング事業部長
平成21年１月　維傑思科技（杭州）有限公司
　　　　　　　董事長兼総経理
平成21年４月　当社取締役
平成21年６月　当社常務取締役
平成23年４月　当社常務取締役中国・アセアン
　　　　　　　統括担当
平成24年１月　維傑思科技（杭州）有限公司董事

長兼総裁（現任）
平成25年４月　当社取締役常務執行役員中国・ア
　　　　　　　セアン統括担当（現任）

288株

５
木　元　　覚

(昭和37年10月２日生)

昭和60年４月　株式会社エルディ商会入社
昭和61年５月　小杉会計事務所入所
昭和62年４月　富士ソフトウエア株式会社（現　
　　　　　　　富士ソフト株式会社）入社　
平成７年10月　同社経営企画室長　
平成12年４月　同社経営企画部長
平成14年４月　同社管理本部経営企画部長
平成18年４月　同社管理本部副本部長兼経営企画
　　　　　　　部長　
平成19年１月　同社管理本部副本部長
平成19年５月　同社管理本部副本部長兼経営企画
　　　　　　　部長
平成19年12月　同社管理本部副本部長
平成20年４月　富士ソフトディーアイエス株式
　　　　　　　会社（旧　株式会社ヴィクサ
　　　　　　　ス、平成25年４月１日付で当社
　　　　　　　が吸収合併）取締役（出向）
平成20年５月　同社取締役管理本部長　
平成21年10月　同社移籍　取締役管理本部長
平成24年４月　同社常務取締役管理本部長　
平成25年４月　当社取締役執行役員管理本部関東
　　　　　　　管理統括担当（現任）

－株
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、重要な兼職状況ならびに当社に
お け る 地 位 お よ び 担 当

所有する当社
の 株 式 数

６
服　巻　俊　哉

(昭和38年１月28日生)

昭和61年４月　株式会社ニチイ（現　イオン
　　　　　　　リテール株式会社）入社
平成３年２月　当社入社（出向）
平成４年９月　当社転籍
平成16年４月　当社カードシステム事業部長
平成18年６月　当社取締役カードシステム事業
　　　　　　　部長
平成21年４月　当社取締役アウトソーシング
　　　　　　　事業部長
平成21年10月　当社取締役アウトソーシング
　　　　　　　事業部長兼アウトソーシング
　　　　　　　事業部事業戦略室長
平成22年４月　当社執行役員特定顧客事業部長
平成23年10月　当社執行役員グローバル特定
　　　　　　　顧客推進室長
平成24年１月　維傑思科技（杭州）有限公司
　　　　　　　副総経理（現任）
平成24年６月　当社取締役兼執行役員グローバル
　　　　　　　特定顧客推進担当兼グローバル特
　　　　　　　定顧客推進室長兼アセアン事業推
　　　　　　　進室長
平成24年10月　当社取締役兼執行役員グローバル
　　　　　　　特定顧客推進担当兼グローバル特
　　　　　　　定顧客推進室長
平成25年４月　当社取締役執行役員グローバル
　　　　　　　特定顧客推進担当兼グローバル特
　　　　　　　定顧客推進部長（現任）

138株

７
豊　田　浩　一

(昭和36年12月13日生)

昭和59年４月　株式会社ＪＰＣコンピューティン
グサービス入社

平成８年３月　富士ソフト株式会社入社
平成17年４月　同社ＩＴ事業本部ソリューション

システム部長
平成17年10月　同社ＩＴ事業本部プロジェクト管

理部長
平成18年４月　同社ＩＴ事業本部技術統括部長
平成18年６月　同社ＩＴ事業本部製造システム事

業部長
平成19年４月　同社ＩＴ事業本部産業システム事

業部長
平成21年10月　同社システム開発事業グループ産

業システムユニット長
平成22年４月　同社執行役員システム開発事業グ

ループ事業企画ユニット長
平成23年４月　同社執行役員システム開発事業グ

ループ長
平成24年４月　同社常務執行役員金融事業本部

長､ ソリューション事業本部長　
（現任）

    －株
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、重要な兼職状況ならびに当社に
お け る 地 位 お よ び 担 当

所有する当社
の 株 式 数

８
岡　嶋　秀　実

(昭和40年５月19日生)

昭和63年４月　富士ソフトウエア株式会社（現　
　　　　　　　富士ソフト株式会社）入社
平成21年４月　同社システム事業本部広島事業所

長

平成21年10月　同社エリア事業本部中国事業所長

平成22年４月　同社エリア事業本部中国支社長

平成22年７月　同社エリア事業本部副事業グルー

プ長

平成24年４月　同社エリア事業本部副本部長

平成25年４月　同社執行役員エリア事業本部副本

部長（現任）

    －株

　(注)１．取締役候補者大西誠氏は、連結子会社である維傑思科技（杭州）有限公司の董事長
兼総裁を兼務しており、当社は同社との間にソフトウエア開発等および金銭貸付等
の取引関係があります。その他取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係は
ありません。

　　２．豊田浩一氏および岡嶋秀実氏は、社外取締役候補者であります。
　　　①両氏を社外取締役候補者とした理由は、当業界における両氏の豊富なビジネス経験

とＩＴに関する幅広い見識を活かして、当社の経営全般に対する監督、チェック機
能を果たしていただくことで、一層のグループの連携強化が期待できると判断した
ものであります。

　　　②両氏は、上記略歴のとおり、現在および過去５年間において当社の特定関係事業者
（会社法施行規則第２条第３項第19号の定義によります。）である富士ソフト株式
会社の業務執行者（同規則同条同項第６号の定義によります。）であり、同社より
報酬等を受ける予定があり、過去２年間にも受けております。

　　　③両氏が社外取締役に就任された場合には、当社は両氏との間で責任限定契約を締結
する予定であります（責任限定契約の内容の概要は、事業報告の18頁⑥ハ．に記載
するものと同様の内容であります。）。
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第３号議案　補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第

２項の規定に基づき予め補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、補欠監査役の選任の効力は、就任前に限り、監査役会の同意を得て、

取締役会の決議によりその選任を取り消すことができるものとさせていただ

きたいと存じます。

　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏　　名

（生年月日）
略 歴 お よ び 重 要 な 兼 職 状 況

所有する当社
の 株 式 数

内　藤　達　也

(昭和34年12月22日生)

昭和57年４月　株式会社ダイエー入社、経理部主計

　　　　　　　課長

平成10年６月　株式会社チッタエンタテイメント

　　　　　　　入社、取締役経理部長

平成18年９月　富士ソフト株式会社入社、管理本部

　　　　　　　経財部課長　

平成19年１月　同社管理本部経財部長

平成22年６月　同社監査役

平成23年４月　同社経営管理部長

平成24年４月　同社執行役員経営管理部長（現任）

       －株

（注）１．補欠監査役候補者内藤達也氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　２．同氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

①同氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、同氏は経理分野の管理職を歴任し

ており、その豊富な経験を活かして、当社の経営全般に対する適正な監督、チェ

ック機能を果たしていただくことで、一層のグループの連携強化が期待できると

判断したものであります。

②同氏は、上記略歴のとおり、現在および過去５年間において当社の特定関係事業

者（会社法施行規則第２条第３項第19号の定義によります。）である富士ソフト

株式会社の業務執行者（同規則同条同項第６号の定義によります。）であり、同

社より報酬等を受ける予定があり、過去２年間にも受けております。

③同氏が社外監査役に就任された場合には、当社は同氏との間で責任限定契約を締

結する予定であります（責任限定契約の内容の概要は、事業報告の18頁⑥ハ．に

記載のとおりであります。）。
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第４号議案　退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって任期満了により退任されます取締役下垣博美氏、谷川

文雄氏、吉田裕氏および監査役生嶋滋実氏に対し、在任中の功労に報いるため、

当社の定める一定の基準に従い相当額の範囲内において退職慰労金を贈呈するこ

とといたしたいと存じます。

　なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等は、取締役につきましては取締

役会に、監査役につきましては監査役の協議にご一任願いたいと存じます。

　退任取締役および退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

下 垣 博 美

平成18年６月　当社取締役

平成19年６月　当社常務取締役

平成23年４月　当社専務取締役

平成25年４月　当社取締役

　　　　　　　現在に至る

谷 川 文 雄

平成20年４月　富士ソフトディーアイエス株式会社（旧　

　　　　　　　株式会社ヴィクサス、平成25年４月１日付

　　　　　　　で当社が吸収合併）取締役

平成21年６月　同社常務取締役

平成23年６月　同社代表取締役社長

平成24年３月　同社取締役副社長

平成25年４月　当社取締役

　　　　　　　現在に至る

吉 田 　 裕
平成18年６月　当社取締役

　　　　　　　現在に至る

生 嶋 滋 実
平成24年６月　当社常勤監査役

　　　　　　　現在に至る
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第５号議案　取締役の報酬額改定の件

　当社の取締役の報酬額は、平成17年６月25日開催の第16回定時株主総会におい

て、年額200,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただき

今日に至っておりますが、株式会社ヴィクサスとの合併に伴う新たな経営体制に

対応するべく、取締役の報酬額を年額350,000千円以内（うち社外取締役分50,000

千円以内）と改めさせていただきたいと存じます。ただし、取締役の報酬額には、

従来どおり使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものといたしたいと存じ

ます。

　なお、現在の取締役は11名（うち社外取締役２名）でありますが、第２号議案

が原案どおり承認可決されますと、取締役は８名（うち社外取締役２名）となり

ます。

　

以　上
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地図

株主総会会場ご案内図
大阪市北区堂島浜二丁目１番25号

社団法人中央電気倶楽部　511号室
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交通のご案内
○交通機関
・ＪＲ大阪駅より   徒歩約10分  ・地下鉄四つ橋線 西梅田駅より 徒歩約７分
・ＪＲ北新地駅より 徒歩約５分  ・地下鉄四つ橋線 肥後橋駅より 徒歩約５分
・阪神梅田駅より   徒歩約７分  ・京阪中之島線   渡辺橋駅より 徒歩約５分
○ご注意
・会場駐車場はご利用できませんので、なるべく上記交通機関をご利用ください。　




